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介護サービス市場における供給者誘発需要仮説の検証 

報告者（分担研究者）  橋本英樹（東京大学大学院 公共健康医学専攻 教授） 

研究協力者   岩本哲哉（東京大学大学院 社会医学専攻 博士課程） 

 

抄録 

【背景】介護保険制度では、居宅介護支援事業所は中立・独立的なエージェントとして利

用者のサービス選択を補佐する機能することが求められている。しかし、その約 90％は居

宅サービス事業所（供給者）を併設しており、事業所の収益性を考慮した誘発需要のイン

センティブを持つ可能性がある。しかし先行研究では、居宅介護支援事業所と居宅サービ

ス事業所の経営主体上の独立性を考慮に入れた分析は行われていない。 

【目的】実質的に通所介護の報酬が切り下げられた平成 24年年度の介護報酬改定を自然実

験とし、居宅介護支援事業所と通所介護事業所の経営主体上の独立性により供給者行動に

異なる影響が及んだか否かを検証する。 

【方法】平成 23 年 4 月から平成 25 年 3 月までの介護給付費実態調査の個票データと平成

23 年度介護サービス施設・事業所調査の個票を突合し、居宅介護支援事業所を利用してい

る要介護高齢者 366,676 例を本研究の分析対象とした。分析モデルは通所介護利用の有無、

1 か月当たりの通所介護利用日数、1日当たりの通所介護単位数（サービス提供時間に応じ

た基本サービス部分と入浴などのサービス提供による加算部分）をアウトカムとし、通所

介護事業所併設ダミー、介護報酬改定ダミー、それらの交差項を説明変数とした 3 つのパ

ートからなるパネル推定を行った。さらに、1か月当たりの居宅サービス単位数をアウトカ

ムとした推計を行った。 

【結果】パネル推計の結果、通所介護利用（通所介護利用の有無、利用日数、加算部分）
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について、介護報酬改定ダミーは有意に正の値を示したが、通所介護事業所併設ダミーと

介護報酬改定ダミーの交差項は有意に負の値を示した。一方で、1か月当たりの居宅サービ

ス単位数をアウトカムとした場合、介護報酬改定ダミー、通所介護事業所併設ダミーと介

護報酬改定ダミーの交差項はともに有意に正の値を示した。 

【考察】介護報酬改定後に通所介護利用割合や 1 か月当たりの利用日数は増加したが、通

所介護併設型の居宅介護支援事業所を利用している要介護高齢者は、非併設型利用者に比

べ、その大きさが小さいことが示され、負の供給者誘発需要が確認された。一方で、介護

報酬改定後のすべての居宅サービス単位数の増加は、通所介護併設型利用者で大きいこと

から、通所介護の介護報酬切り下げによる収入の低下を、他の介護サービスで補った可能

性が示唆された。 
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１．背景 

高齢化や核家族化の進行等により、要介護者を社会全体で支え合う仕組みとして 2000年

に介護保険制度が導入された 1。介護保険制度では、利用者が自らサービスの種類や事業者

を選んで利用することが出来る。また、要介護高齢者が適切なサービスを利用できるよう

にするため、専門的な知識を有する介護支援専門員（ケアマネージャー）が介護サービス

の利用計画（以下、ケアプラン）を作成し、要介護高齢者や家族介護者の意思決定を援助

している 2, 3。そのため、介護支援専門員は中立性・独立性を持つエージェントとしての機

能を持つことが求められている。しかし、介護支援専門員が所属している居宅介護支援事

業所の多くは居宅サービス事業所を併設しておりi、「利用者に対して公平な情報提供を行う

インセンティブがあるかどうか疑問に残る（鈴木, 2002）」と指摘されている 4。また、居宅

介護支援事業所と居宅サービス事業所の併設の有無で、利用者のサービス利用に大きな差

があるとの報告 5 や、介護支援専門員に対する調査において、ケアプラン作成における公

平・中立に反する不適切な事例があると指摘されている 6。 

このことから、居宅サービス事業所を併設している居宅介護支援事業所は、経営状況が

思わしくない場合、同一法人もしくは併設事業所のサービスを過剰に提供することで、事

業所の収支を改善させようとするインセンティブを持つ可能性がある。つまり、地域の介

護サービス事業所の増加や介護報酬の引き下げによる所得が低下した場合、介護サービス

需要を誘発する可能性が考えられる。 

これは供給者誘発需要仮説と呼ばれる議論であり、McGuire (2000)は「Physician-induced 

demand (PID) exists when the physician influences a patient’s demand for care against the 

physician’s interpretation of the best interest of the patient.」と定義している 7。この誘発需要の

存在については医療分野において数多くの実証分析が行われており、医療供給密度と医療

                                                   
ii居宅介護支援事業所に対する調査では、約 90%の事業所が何らかの併設サービスを有して

いる（三菱総合研究所, 2015） 
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費の関係の検証、診療費支払いの低下といった医療制度改革を用いた誘発需要の検証が行

われている 8－15。 

一方、介護保険分野においては山内 (2004) 16、湯田 (2005) 17、Noguchi and Shimizutani 

(2009) 18が供給者誘発需要の検証を行っている。これら先行研究は介護事業者密度（要介護

高齢者当たりの介護事業者数）の変化が誘発需要を引き起こすかどうかを検証しており、

山内(2004)は誘発需要とアクセスコストの低下などによる要介護高齢者主体の需要を識別

せずに検証を行っている一方、湯田(2005)、Noguchi and Shimizutani (2009)は介護需要を要介

護高齢者主体的な需要（要介護高齢者要因）と供給者の裁量に左右される需要（供給者要

因）に分けて分析を行う two-part modelを応用した検証を行っている。その結果、山内 (2004)

は介護事業者数の増加が誘発需要を引き起こす可能性を示し、湯田(2005)、Noguchi and 

Shimizutani (2009)は介護事業者数の増加が介護費用に与える影響は限定的であるという結

果を得ている。しかし、介護保険制度では、居宅介護支援事業所がケアプランを作成する

ため、介護サービスを利用するかどうかについても供給者の裁量に左右される可能性があ

ると考えられる。このことから、two-part modelを用いることで、供給者主導の要因と要介

護高齢者主導の要因を識別できるという点に関しては疑問が残る。また、これら先行研究

は居宅介護支援事業所と居宅サービス事業所の経営主体上の独立性を考慮に入れた分析は

行われていない。 

また先行研究では、訪問系サービス、通所系サービスなど、個々のサービスを区別した

検証は限られている。平成 24年度の介護報酬改定で通所介護の介護報酬が実質的に切り下

げられており 19、通所介護の供給行動に影響を与えた可能性がある。一方、通所介護に次い

で受給者数の多い訪問介護 20は、サービスの提供が厳格化されていること 21や、自宅で行

われる訪問系サービスは通所系サービスに比べ情報の非対称性が小さいと考えられること

から、誘発需要は生じにくいと考えられる。 

そこで本研究では、平成 24年度の介護報酬改定を自然実験とし、居宅介護支援事業所と
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通所介護事業所の経営主体上の独立性により供給者行動に異なる影響が及んだか否かを検

証することを目的とした。 

以下、本稿の構成は以下の通りである。続く第 2節では検証の背景として平成 24年度の

介護報酬改定と、居宅介護支援事業所と通所介護事業所の独立性について、第 3 節ではデ

ータと対象者・変数について、第 4 節では供給者主導の要因を明らかにするための分析モ

デル、第 5節では研究結果、第 6節に結果の解釈と考察を示す。 

 

２．検証の背景 

１）平成 24年度介護報酬改定 

平成 24 年度の介護報酬改定により、通所介護のサービス提供の時間区分が改定された。

例えば、通常規模型通所介護費で要介護 1 の場合、改定前は 677 単位/日（所要時間 6 時間

以上 8 時間未満の場合）であったのが、改定後は 602 単位/日（所要時間 5 時間以上 7 時間

未満の場合）・690単位/日（所要時間 7時間以上 9時間未満の場合）となった。改定前後で

時間区分が異なるが、改定前の調査ではサービス提供時間は平均 6.2時間であることから 22、

改定前後で同じ時間のサービスを提供した場合、改定後には改定前に比べ、介護報酬が約

10%の減少、時間を延長した場合でも約 3%の増加に留まっており、実質的には介護報酬は

切り下げられたといえる。 

 

２）居宅介護支援事業所の特性（独立型・併設型） 

居宅介護支援事業所の多くが居宅サービス事業所を併設しており、2013 年の調査では併

設サービスを持っていない独立型の事業所は約 10%である 5。また、通所介護事業所を併設

している居宅介護支援事業所は 50.8%、訪問介護は 46.5%、通所リハビリテーションは 16.7%

となっている 5。 
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３．データと対象者・変数 

１）データ 

使用したデータは平成 23 年 4 月から平成 25 年 3 月までの介護給付費実態調査の個票 20

と、平成 23年度の介護サービス施設・事業所調査の個票 23である。 

介護給付費実態調査は介護サービスに係る給付費の状況を把握し、介護報酬の改定など、

介護保険制度の円滑な運営及び政策の立案に必要な基礎資料を得ることを目的としたもの

で、各都道府県国民健康保険団体連合会が審査したすべての介護給付費明細書、給付管理

票を集計対象としている。介護給付費明細書は居宅サービス事業所が月ごとに作成した

性・年齢・要介護(要支援)状態区分・サービス種類別単位数・回数等の情報、給付管理票は

居宅介護支援事業所が月ごとに作成した性・年齢・要介護(要支援)状態区分・サービス種類

別計画単位数等が調査事項となっている。 

介護サービス施設・事業所調査は、全国の介護サービスの提供体制、提供内容を把握す

ることを目的とした介護サービス事業所に対する全数調査であり、介護サービス事業所の

法人名や施設名、活動状況などが調査事項となっている。調査時期は各年 10月となってお

り、本研究では平成 23 年 10 月 1 日時点の居宅介護支援事業所、居宅サービス事業所の情

報を使用したii。政府統計個票データの利用に当たっては統計法に基づき個票利用申請・許

可された。 

 

２）対象 

分析対象選択の流れを Figure 1のフローチャートにまとめた。分析対象として、平成 23

年 4月時点で、①要介護認定を受けている介護度 1~3の 65歳以上の高齢者で、②施設に入

所していないものを選択した（N= 3,799,257）。除外基準としては分析対象期間である平成

23 年 4 月から平成 25 年 3 月までの間に、①介護保険施設に入所したもの、②要支援 1~2、

                                                   
ii 平成 23年度介護サービス施設・事業所調査の居宅介護支援事業所に対する調査票の回収

率は 85.4%（28,628事業所/33,517事業所）であった 15。 
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もしくは要介護 4~5 に区分変更したもの、③他の市区町村（保険者）への転居や死亡など

により個人の追跡が困難なもの、④ケアプランを作成する居宅介護支援事業所を利用して

いない、⑤居宅介護支援事業所を変更したものiiiとし、これらの基準に合致した 416,462 例

を分析対象とした。さらに、平成 23年度の介護サービス施設・事業所調査から抽出した居

宅介護支援事業所情報と突合可能であった例から欠損値がある例を除外した 366,676 例を

本研究の最終的な分析対象とした。 

 

３）変数 

アウトカム変数（通所介護の利用） 

①通所介護利用の有無、②1か月当たりの通所介護利用日数、③1日当たり通所介護単位

数（サービス提供時間に応じた基本サービス費ivと入浴などのサービス提供による加算v）を

アウトカムとした。 

また、介護報酬改定が他の居宅サービスの利用に与えた影響を検証するために、1か月当

たりの居宅サービス単位数（全サービスの合計）を副次的アウトカムとした。 

 

説明変数 

要介護高齢者変数として、介護給付費実態調査の個票より抽出した、性・年齢・要介護

状態区分、ケアプランを作成している居宅介護支援事業所情報を用いた。 

居宅介護支援事業所変数は、介護サービス施設・事業所調査の個票から抽出し、固有 ID

（事業所番号）を用いて、介護給付費実態調査と突合した。居宅介護支援事業所と通所介

                                                   
iii居宅介護支援事業所の変更は要介護高齢者要因であると考えられるため、居宅介護支援事

業所を変更した要介護高齢者は分析から除外した。 
iv基本サービス費は要介護高齢者の介護度やサービス提供時間、通所介護事業所の規模によ

って異なる 11が、介護度で補正すれば基本サービス費の増加はサービス提供時間を反映す

ると考えられる。 
v 通所介護の加算は入浴介助加算や個別機能訓練加算、栄養改善加算などからなる。加算の

取得要件として、人員配置やサービスの提供が定められている 11。また、平成 24年度の改

定において、介護職員処遇改善のための加算が新たに創設された 11。 
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護事業所の経営主体上の独立性を示す変数として、居宅介護支援事業所を所有している法

人が、居宅介護支援事業所が所在する都道府県内に通所介護事業所を所有していれば「通

所介護併設型」、同一都道府県内に通所介護事業所を所有していなければ「通所介護非併設

型」とした。また、供給者行動に影響すると考えられる経営主体については、3 群（public 

non-for-profit, private non-for-profit, for-profitvi）に分類した 24。さらに、通所介護の代替サー

ビスと考えられる通所リハビリテーション事業所、訪問介護事業所の併設を居宅介護支援

事業所変数として使用した。 

 

４．分析モデル 

１）介護報酬改定が通所介護の利用に与える影響 

本研究では供給者誘発需要を検証する分析として、3つのパートからなる以下のモデルを

構築した 17,18,25。 

 

 (1, first-part) 

 (2, second-part) 

 (3, third-part) 

 

アウトカムとして、それぞれ は通所介護利用の有無（first-part）、 は 1 か月当たりの

通所介護利用日数（second-part）、 は 1 日当たり通所介護単位数（基本サービス部分・加

算部分）（third-part）とした。説明変数は に要介護高齢者特性として性・年齢・要介護状

態区分を調整した。さらに、 はケアプランを作成している居宅介護支援事業所特性とし

て通所介護併設ダミー（0: 通所介護非併設型、1: 通所介護併設型）、 は介護報酬改定ダ

ミー（0: 平成 24年介護報酬改定前、1: 介護報酬改定後）、通所介護併設ダミーと介護報酬

                                                   
vi public non-for-profit: 地方行政、社会福祉協議会 

private non-for-profit: 社会福祉法人、医療法人、社団・財団法人（公益・一般）、農協、

生協、NPO 
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改定ダミーの交差項、また、月別の変動を調整するための月次ダミー を説明変数とした

モデルを構築した。 

First-partは分析対象者すべて（N=366,676）を対象に、Second-part, Third-part は 24か月継

続して通所介護サービスを利用しているもの（N=177,247）を対象に分析を行った。 

本研究は個人別の時系列データであるため、推定はパネル推定とした。また、モデルの選

択には Breusch–Pagan検定、Hausman検定を用いた。 

本研究では識別性の問題に対処した供給者誘発需要について通所介護併設ダミーと介護

報酬改定ダミーの交差項の係数 、 、 から得られると考えられる。通所介護非併設型の

居宅介護支援事業所を利用している場合、介護報酬改定が通所介護の利用に与える影響は

要介護高齢者主導の需要の変化と考えられる。これは、通所介護非併設型であれば、通所

介護の介護報酬が低下したとしても、それによる収入の低下を補うため、通所介護の利用

を変化させるインセンティブは発生しないと考えられるためである。一方、通所介護併設

型の場合、介護報酬改定後の変化は自己負担の低下や通所介護時間の延長などによる要介

護高齢者主導の需要と供給者側主導の需要が合わさったものと考えられる。そこで、この

両者の差の推計、上記モデルでは通所介護併設ダミーと介護報酬改定ダミーの交差項の係

数が供給者主導を示す結果となる。 

また、介護報酬改定が介護サービス利用全体に与える影響を検証するために、1か月当た

りの居宅サービス単位数をアウトカムとしたパネル推定を追加解析として行った。 

 

データの解析には STATA 14 (StataCorp, College Station, TX, USA) を用いた。 

 

５．結果 

１）記述統計 

Table 1に対象者の平成 24年 4月時点の記述統計を居宅介護支援事業所の特性別（通所介
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護併設群・非併設群）に示す。全体の 63.6%が通所介護併設型の居宅介護支援事業所を使用

していた。通所介護併設型を利用している要介護高齢者（以下、通所介護併設群）は、通

所介護を併設していない要介護高齢者（以下、通所介護非併設群）に比べ、年齢が高く、

女性割合が低く、介護度が軽度である割合が高かった。通所介護の利用割合、1か月当たり

の通所介護利用日数・1日当たり通所介護単位数（基本サービス部分・加算部分）の平均値

の経時変化を居宅介護支援事業所の特性別（通所介護併設群・非併設群）に Figure 2~5 示

す。通所介護併設群では、通所介護非併設群に比べ通所介護の利用割合が約 20％程度高か

った。通所介護を利用している高齢者に限定して見ると、通所介護併設群が通所介護非併

設群に比べ、1か月当たりの通所介護利用日数、1日当たりの通所介護単位数（加算部分）

が多く、1日当たりの単位数（基本サービス部分）は少なかった。 

Table 2に介護サービス施設・事業所調査より抽出した居宅介護支援事業所の特性を示す。

事業所全体の 46.0%が通所介護併設型の居宅介護支援事業所であった。通所介護併設型の居

宅介護支援事業所は経営主体が for-profit である割合が高く、通所リハビリテーション事業

所を併設している割合が低く、訪問介護事業所を併設している割合が高かった。 

 

２）モデル分析（通所介護の利用に与える影響） 

Table 3に通所介護利用の有無をアウトカムとした first-partの推計結果を示す。Breusch and 

Pagan検定、Hausman 検定の結果、固定効果モデルが選択された。通所介護利用に対する介

護報酬改定ダミーの係数は 0.016と有意に正の値を示したが、通所介護併設ダミーと介護報

酬改定ダミーの交差項は-0.010であり有意に負の値を示した。このことから介護報酬改定後

に通所介護の利用割合は増加したが、その影響は通所介護併設型で小さかったことが示さ

れた。また、プーリングモデル、ランダム効果モデルの通所介護併設ダミーは正の値を示

した。 

Table 4~6にアウトカムを1か月当たりの通所介護利用日数とした second-partの推計結果、
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1 日当たり通所介護単位数（基本サービス部分・加算部分）とした third-part の推計結果を

示す。Breusch and Pagan検定、Hausman 検定の結果、すべてのモデルで固定効果モデルが選

択された。1か月当たりの通所介護利用日数と 1日当たり通所介護単位数（加算部分）に対

する介護報酬改定ダミーの係数はそれぞれ 0.529、10.325と有意に正の値を示したが、通所

介護併設ダミーと介護報酬改定ダミーの交差項はそれぞれ-0.039、-0.321 と有意に負の値を

示した。一方で、1日当たり通所介護単位数（基本サービス部分）に対する介護報酬改定ダ

ミーの係数は-0.764、通所介護併設ダミーと介護報酬改定ダミーの交差項は-0.492 であり、

ともに有意に負の値を示した。 

Table 7に介護報酬改定が 1か月当たりの居宅サービス単位数をアウトカムとした推計結

果を示す。Breusch and Pagan 検定、Hausman 検定の結果、固定効果モデルが選択された。1

か月当たりの居宅サービス単位数に対する介護報酬改定ダミーの係数は 691.0 と有意に正

の値を示し、通所介護併設ダミーと介護報酬改定ダミーの交差項も 136.5と有意に正の値を

示す結果が得られた。 

 

６．考察 

本研究では、介護サービス市場における供給者誘発需要の検証するため、平成 24年度の

介護報酬改定を自然実験とし、居宅介護支援事業所と通所介護事業所の経営主体上の独立

性による供給者行動の違いをパネル推定により明らかにした。 

その結果、改定前から通所介護併設型の居宅支援事業所を利用している要介護高齢者で

は、非併設型利用者に比べ、通所介護を利用している割合は高かった。また介護報酬改定

後には通所介護利用割合や 1 か月当たりの通所介護利用日数は増加したが、通所介護併設

型利用者では、非併設型利用者に比べ、その大きさが小さいことが示された。これらのこ

とから、通所介護併設型の居宅介護支援事業所は通所介護を利用させる傾向にあるが、介

護報酬改定後は通所介護の利用を抑制している可能性が示唆された。また、1日当たりの通
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所介護単位数（基本サービス部分・加算部分）に与える影響を検証した結果からは、改定

後に供給者主導のサービス提供時間の延長や、入浴などのサービス提供を増加させるとい

った行動は確認されず、これらサービスを抑制する方向に働いていた。 

湯田(2005)は都道府県単位のパネルデータ分析により、通所介護事業者密度が通所介護の

受給率や 1 件当たりの費用と正の関連があることを示しており、通所介護については供給

者誘発需要が存在することを否定していない。これは、介護報酬改定前において、通所介

護併設型が非併設型に比べ、通所介護の利用割合や 1 か月当たりの利用日数が多い、つま

り供給者主導の要因がある可能性を示した本研究の結果と一致している。 

また本研究では、実質的な通所介護報酬の切り下げに対し、通所介護併設型は通所介護

の利用を抑制する負の供給者誘発需要が確認された。医療の分野では、自然分娩と帝王切

開の報酬差が高い帝王切開率につながるとの報告 11 や薬剤の支払い額の変更に伴い利益率

の高い薬剤に変更する 27といった報告がある。また、Chouらは台湾における医薬分業政策

により、薬剤の費用は低下したが、総医療費は変化がなかったことを示している 15。これら

のことから、介護サービスにおいても、通所介護の介護報酬の低下に対し、通所介護の利

用割合や利用日数を抑制し、他の居宅サービスの利用を促した可能性がある。1か月当たり

の居宅サービス単位数をアウトカムとした本研究の推計結果では、介護報酬改定後の居宅

サービス単位数の増加は非併設型に比べ併設型の方が大きく、正の供給者誘発需要が確認

された。このことから、通所介護併設型は通所介護の実質的な引き下げによって減少した

収入を他のサービスの提供量を増加させることで補った可能性が考えられる。さらに、１

か月当たりの居宅サービス単位数には負の誘発需要が確認された通所介護の利用も含まれ

ていることから、通所介護併設型は減少した収入を補うだけでなく、それ以上のサービス

を提供した可能性も示された。 

本研究の強みとしては、わが国の代表する介護給付データを用いている点、介護報酬改

定といった外生的な要因を自然実験とし、居宅介護支援事業所と通所介護事業所の経営主
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体上の独立性を分析に用いることで、要介護高齢者主導の要因と供給者主導の要因を識別

した点である。しかしながら、本研究の限界としていくつかの点が挙げられる。 

まず、要介護高齢者の特性や家族状況といった介護サービスの利用に影響を与える要因の

補正を十分に行えていないため、通所介護併設が通所介護利用そのものに与える影響につ

いては因果の逆転に対応できてない可能性がある。 

2点目の限界として、通所介護以外の介護サービスに与える影響について十分に検証でき

ていない点が挙げられる。居宅サービス単位数は介護報酬改定後に増加していることは示

したが、介護報酬改定後の個々のサービス利用の変化や、通所介護サービス利用の変化が

他の介護サービス（代替サービス・補完サービス）に与える影響は明らかになっていない

ため、居宅介護支援事業所が併設している他のサービスを考慮にいれた検証を行う必要で

ある。 

最後に要介護高齢者の健康に与える影響を検証していない点である。ただ、本研究は介護

報酬改定後 1 年までしか追跡していない点や、介護給付費実態調査では要介護高齢者の重

症度を示す指標が介護度のみであることから、要介護高齢者の健康に与える影響を明らか

にするためには、追加的な研究が必要となると考えられる。 

 

政策的意義 

本研究は介護報酬の改定が通所介護の利用に与える影響が、居宅介護支援事業所と通所

介護事業所の経営主体上の独立性により異なることを明らかにした。このことから、情報

の非対称性が小さいと考えられている介護サービスであっても供給者主導の需要があるこ

とが示され、併設サービスについてはケアプランが適切に作成されているかを評価する必

要があると考えられる。 

居宅介護支援の介護報酬では、居宅介護支援を公正中立に機能させるために、特定の事

業所に集中して訪問介護や通所介護、福祉用具貸与サービスを利用すると居宅介護支援費
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が減算されている 19。しかし、本研究の結果からは、供給者主導の需要は抑制的に働く可能

性があること、また、通所介護の介護報酬の切り下げが他の介護サービスの需要を誘発す

る可能性があることが示され、訪問介護や通所介護を特定の事業所に集中させることを防

ぐだけでは居宅介護支援の公正中立を保つことができない可能性が示唆された。 
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Figure 1 対象者選択の流れ 
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Fig. 2 通所介護利用割合の経時変化 

 

Fig. 3 1か月当たりの通所介護利用日数 

 

Fig. 4 1日当たり通所介護単位数（基本サービス部分） 

 

Fig. 5 1日当たり通所介護単位数（加算部分） 

 



21 

 

Table 1 対象者の記述統計（平成 23年 4月時点） 

  通所介護非併設群 通所介護併設群   

  N=133,395 N=233,281 P value 

年齢  (mean±SD, years) 81.7±7.4 82.5±7.3 P < 0.01 

性別, 女性 68.9% 66.4% P < 0.01 

介護度       

 要介護 1 41.4% 44.3% P < 0.01 

 要介護 2 40.4% 39.2%   

 要介護 3 18.3% 16.5%   

        

通所介護利用, あり 43.1% 63.6% P < 0.01 

すべての居宅サービス単位数 

 (mean±SD, units/month)  
7507±5878 8066±5830 P < 0.01 

        

経営主体       

  public non-profit provider 7.7% 11.4% P < 0.01 

  private non-profit provider 54.8% 65.9%   

  for-profit provider 37.5% 22.8%   

通所リハビリテーション併設, あり 37.0% 18.2% P < 0.01 

訪問介護併設事業所, あり 49.3% 72.6% P < 0.01 

        

通所介護利用高齢者 (N=57,473) (N=148,248)   

 通所介護利用日数 

 (mean±SD, days/month)  
9.5±5.2 9.8±5.3 P < 0.01 

 通所介護単位数・基本サービス部分 

 (mean±SD, units/day)  
747.9±132.8 740.2±121.9 P < 0.01 

 通所介護単位数・加算部分 

 (mean±SD, units/day)  
58.6±27.1 62.2±26.4 P < 0.01 

*群間差の検定にはカテゴリー変数の場合はχ2検定を、連続変数には t検定を用いた。 

*public non-profit provider: 地方公共団体、社会福祉協議会 

private non-profit provider: 社会福祉法人、医療法人、社団・財団法人（公益・一般）、

農協、生協、NPO 
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Table 2 居宅介護支援事業所の記述統計 

  通所介護非併設 通所介護併設   

  N=12,748 N=14,957 P value 

経営主体       

  public non-profit provider 5.7% 9.1% P < 0.01 

  private non-profit provider 44.1% 57.2%   

  for-profit provider 50.3% 33.8%   

通所リハビリテーション併設あり 24.5% 13.5% P < 0.01 

訪問介護併設あり 45.9% 64.4% P < 0.01 

* public non-profit provider: 地方公共団体、社会福祉協議会 

* private non-profit provider: 社会福祉法人、医療法人、社団・財団法人（公益・一般）、

農協、生協、NPO 
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Table 3 通所介護利用の有無に与える影響; First-part（linear model） 

  pooling model random effect model fixed effect model 

  coef. P value coef. P value coef. P value 

性別 (1=女性） 0.048 P<0.01 0.057 P<0.01 omitted 

年齢 0.007 P<0.01 0.005 P<0.01 0.000 0.67 

介護度             

 要介護 1             

 要介護 2 -0.032 P<0.01 0.003 P<0.01 0.003 P<0.01 

 要介護 3 -0.017 P<0.01 -0.002 P<0.01 -0.002 P<0.01 

              

通所介護併設ダミー 0.194 P<0.01 0.196 P<0.01 omitted 

介護報酬改定ダミー 0.010 P<0.01 0.011 P<0.01 0.016 P<0.01 

通所介護併設ダミー 

 *介護報酬改定ダミー 
-0.010 P<0.01 -0.010 P<0.01 -0.010 P<0.01 

              

月次ダミー             

 1月             

 2月 -0.001 0.07 -0.001 P<0.01 -0.001 P<0.01 

 3月 0.000 0.93 0.000 0.56 0.001 P<0.01 

 4月 -0.002 P<0.01 -0.003 P<0.01 -0.006 P<0.01 

 5月 0.000 0.77 0.000 0.20 -0.004 P<0.01 

 6月 0.001 0.06 0.001 P<0.01 -0.002 P<0.01 

 7月 0.002 P<0.01 0.002 P<0.01 -0.001 P<0.01 

 8月 0.001 0.06 0.001 P<0.01 -0.001 P<0.01 

 9月 0.003 P<0.01 0.002 P<0.01 0.001 0.03 

 10月 0.004 P<0.01 0.004 P<0.01 0.003 P<0.01 

 11月 0.005 P<0.01 0.004 P<0.01 0.003 P<0.01 

 12月 0.003 P<0.01 0.003 P<0.01 0.002 P<0.01 

              

cons -0.135 P<0.01 -0.135 P<0.01 0.575 P<0.01 

N. of obsrvations 8800224 8800224 8800224 

* Breusch and Pagan 検定: P value<0.01 

* Hausman検定: χ2(16)=1758.91: P value<0.01 
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Table 4 1か月当たりの通所介護利用日数に与える影響; Second-part（linear model） 

  pooling model random effect model fixed effect model 

  coef. P value coef. P value coef. P value 

性別 (1=女性） 0.656 P<0.01 0.640 P<0.01 omitted 

年齢 0.027 P<0.01 0.021 P<0.01 -0.006 0.07 

介護度             

 要介護 1             

 要介護 2 0.627 P<0.01 0.454 P<0.01 0.441 P<0.01 

 要介護 3 1.901 P<0.01 0.936 P<0.01 0.891 P<0.01 

              

通所介護併設ダミー 0.245 P<0.01 0.229 P<0.01 omitted 

介護報酬改定ダミー 0.435 P<0.01 0.490 P<0.01 0.519 P<0.01 

通所介護併設ダミー 

 *介護報酬改定ダミー 
-0.043 P<0.01 -0.040 P<0.01 -0.039 P<0.01 

              

月次ダミー             

 1月             

 2月 0.106 P<0.01 0.111 P<0.01 0.115 P<0.01 

 3月 0.967 P<0.01 0.978 P<0.01 0.984 P<0.01 

 4月 0.187 P<0.01 0.147 P<0.01 0.125 P<0.01 

 5月 0.584 P<0.01 0.548 P<0.01 0.528 P<0.01 

 6月 0.610 P<0.01 0.579 P<0.01 0.561 P<0.01 

 7月 0.715 P<0.01 0.687 P<0.01 0.671 P<0.01 

 8月 0.892 P<0.01 0.869 P<0.01 0.855 P<0.01 

 9月 0.483 P<0.01 0.465 P<0.01 0.454 P<0.01 

 10月 1.006 P<0.01 0.992 P<0.01 0.984 P<0.01 

 11月 0.694 P<0.01 0.685 P<0.01 0.678 P<0.01 

 12月 0.511 P<0.01 0.506 P<0.01 0.503 P<0.01 

              

cons 6.626 P<0.01 7.387 P<0.01 10.334 P<0.01 

N. of obsrvations 4253928 4253928 4253928 

* Breusch and Pagan 検定: P value<0.01 

* Hausman検定: χ2(16)= 1261.46: P value<0.01 
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Table 5 1日当たりの通所介護単位数（基本サービス部分）に与える影響;Third-part（linear 

model） 

  pooling model random effect model fixed effect model 

  coef. P value coef. P value coef. P value 

性別 (1=女性） 13.949 P<0.01 14.415 P<0.01 omitted 

年齢 0.879 P<0.01 0.724 P<0.01 -0.080 0.22 

介護度             

 要介護 1             

 要介護 2 112.021 P<0.01 112.096 P<0.01 112.048 P<0.01 

 要介護 3 237.746 P<0.01 232.764 P<0.01 232.485 P<0.01 

              

通所介護併設ダミー -4.226 P<0.01 -4.221 P<0.01 omitted 

介護報酬改定ダミー -1.972 P<0.01 -1.583 P<0.01 -0.764 P<0.01 

通所介護併設ダミー 

 *介護報酬改定ダミー 
-0.504 0.01 -0.492 P<0.01 -0.492 P<0.01 

              

月次ダミー             

 1月             

 2月 0.462 0.03 0.505 P<0.01 0.606 P<0.01 

 3月 0.855 P<0.01 0.935 P<0.01 1.092 P<0.01 

 4月 -0.979 P<0.01 -1.260 P<0.01 -1.866 P<0.01 

 5月 0.074 0.73 -0.181 0.05 -0.736 P<0.01 

 6月 0.417 0.05 0.190 0.04 -0.308 P<0.01 

 7月 1.044 P<0.01 0.843 P<0.01 0.405 P<0.01 

 8月 1.144 P<0.01 0.975 P<0.01 0.601 P<0.01 

 9月 0.885 P<0.01 0.748 P<0.01 0.441 P<0.01 

 10月 1.357 P<0.01 1.253 P<0.01 1.013 P<0.01 

 11月 1.296 P<0.01 1.221 P<0.01 1.036 P<0.01 

 12月 0.403 0.06 0.367 P<0.01 0.284 P<0.01 

              

cons 582.657 P<0.01 596.178 P<0.01 670.904 P<0.01 

N. of obsrvations 4253928 4253928 4253928 

* Breusch and Pagan 検定: P value<0.01 

* Hausman検定: χ2(16)= 321.97: P value<0.01 
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Table 6 1日当たりの通所介護単位数（加算部分）に与える影響;Third-part（linear model） 

  pooling model random effect model fixed effect model 

  coef. P value coef. P value coef. P value 

性別 (1=女性） -2.682 P<0.01 -2.843 P<0.01 omitted 

年齢 0.056 P<0.01 0.053 P<0.01 0.007 0.79 

介護度             

 要介護 1             

 要介護 2 3.641 P<0.01 1.057 P<0.01 0.857 P<0.01 

 要介護 3 4.815 P<0.01 1.640 P<0.01 1.339 P<0.01 

              

通所介護併設ダミー 3.601 P<0.01 3.522 P<0.01 omitted 

介護報酬改定ダミー 10.067 P<0.01 10.261 P<0.01 10.325 P<0.01 

通所介護併設ダミー 

 *介護報酬改定ダミー 
-0.340 P<0.01 -0.323 P<0.01 -0.321 P<0.01 

              

月次ダミー             

 1月             

 2月 0.070 0.36 0.087 0.02 0.095 0.02 

 3月 0.023 0.77 0.059 0.13 0.071 0.07 

 4月 -1.880 P<0.01 -2.033 P<0.01 -2.081 P<0.01 

 5月 -0.998 P<0.01 -1.133 P<0.01 -1.176 P<0.01 

 6月 -0.315 P<0.01 -0.433 P<0.01 -0.471 P<0.01 

 7月 0.147 0.06 0.044 0.26 0.010 0.81 

 8月 0.284 P<0.01 0.202 P<0.01 0.173 P<0.01 

 9月 0.314 P<0.01 0.249 P<0.01 0.226 P<0.01 

 10月 0.079 0.30 0.033 0.39 0.016 0.69 

 11月 -0.039 0.62 -0.068 0.08 -0.081 0.04 

 12月 -0.066 0.39 -0.081 0.04 -0.087 0.03 

              

cons 55.098 P<0.01 55.098 P<0.01 61.635 P<0.01 

N. of obsrvations 4253928 4253928 4253928 

* Breusch and Pagan 検定: P value<0.01 

* Hausman検定: χ2(16)= 567.99: P value<0.01 
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Table 7 1か月当たりの居宅サービス単位数に与える影響 

  pooling model randam effect model fixed effect model 

  coef. P value coef. P value coef. P value 

性別 (1=女性） 353.5 P<0.01 330.1 P<0.01 omitted 

年齢 74.6 P<0.01 58.8 P<0.01 -2.4 0.3 

介護度             

 要介護 1             

 要介護 2 2176.5 P<0.01 1767.1 P<0.01 1744.9 P<0.01 

 要介護 3 6210.0 P<0.01 4196.8 P<0.01 4124.3 P<0.01 

              

通所介護併設ダミー 688.1 P<0.01 665.5 P<0.01 omitted 

介護報酬改定ダミー 520.9 P<0.01 626.5 P<0.01 691.0 P<0.01 

通所介護併設ダミー 

 *介護報酬改定ダミー 
124.9 P<0.01 136.0 P<0.01 136.4 P<0.01 

              

月次ダミー             

 1月             

 2月 76.0 P<0.01 87.4 P<0.01 95.2 P<0.01 

 3月 763.0 P<0.01 785.6 P<0.01 798.0 P<0.01 

 4月 -53.7 P<0.01 -132.2 P<0.01 -179.9 P<0.01 

 5月 255.7 P<0.01 185.8 P<0.01 142.2 P<0.01 

 6月 324.0 P<0.01 262.2 P<0.01 223.1 P<0.01 

 7月 419.4 P<0.01 364.5 P<0.01 330.1 P<0.01 

 8月 602.5 P<0.01 556.7 P<0.01 527.4 P<0.01 

 9月 274.9 P<0.01 237.7 P<0.01 213.7 P<0.01 

 10月 702.9 P<0.01 675.1 P<0.01 656.3 P<0.01 

 11月 489.8 P<0.01 470.6 P<0.01 456.3 P<0.01 

 12月 358.2 P<0.01 348.7 P<0.01 342.3 P<0.01 

              

cons -825.6 P<0.01 1079.8 P<0.01 6827.2 P<0.01 

N. of obsrvations 4253928 4253928 4253928 

* Breusch and Pagan 検定: P value<0.01 

* Hausman検定: χ2(16)= 9684.77 P value<0.01 

 


